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	制度の現状
	措置の分類
	措置の概要（対応策）

	1
	機能訓練指導員についての介護報酬の算定加算
通所介護の基本方針には、「通所介護の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない」とある。このため、利用者の生活機能の維持向上を目的とし、機能訓練指導員について１以上の配置がある事業所については、介護報酬において別途加算をしていただきたい。
	株式会社
元気広場
	厚生労働省
	通所介護の人員配置基準については、指定基準省令において、通所介護事業を行う事業所ごとに配置すべき従業者を定めており、介護職員等のほか、日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力を有する者として、機能訓練指導員を１以上配置することにしている。

通所介護の介護報酬については、機能訓練指導員の人件費を含めた介護サービスに要する平均的な費用の額を勘案した上で定めることとされ、基本的なサービス提供に係る費用に加えて、各事業所のサービス提供体制や利用者の状況等に応じて加算・減算される仕組みとなっている。

サービス利用者の自立支援を促進する観点から、

Ⅰ身体機能向上を目的とする機能訓練（常勤専従の機能訓練指導員を配置）

Ⅱ生活機能向上を目的とした機能訓練（専従の機能訓練指導員を配置）を適切な体制等で実施した場合に、それぞれ個別機能訓練加算（Ⅰ）（46単位/日）又は個別機能訓練加算（Ⅱ）（56単位/日）として、介護報酬上評価される。
	現行制度下で対応可能
	「利用者の生活機能の維持向上を目的とし、機能訓練指導員について１以上の配置がある事業所については、介護報酬において別途加算すること」については、現状の個別機能訓練加算で対応済と考える。
なお、介護報酬は、介護保険法上、厚生労働大臣が社会保障審議会（介護給付費分科会）の意見を聴いて定めることとされている。

	2
	障がい者雇用における「間接雇用」制度の創設
障がい者雇用の「直接雇用」の割合を規定する「障害者の雇用の促進等に関する法律」（障害者雇用促進法）等の法的な縛りの改善、具体的には、直接雇用でなくとも、間接雇用として、その「協力数値」認定により、「直接雇用」に遜色なくなるように、法的な「条件緩和」を希望する。
	子育て支援・障がい者就労支援プロジェクト合同会社
	厚生労働省
	
	
	

	3
	貨物自動車運送事業の運賃・料金の規制強化
貨物自動車運送事業法では、第11条に「運賃及び料金等の掲示」を定めているものの、「一般貸切旅客自動車運送事業」の運賃・料金のような規定がなく、運賃・料金は「荷主との協議」による相対契約になっている。

　一方、輸送の安心は「法定速度の遵守」「過労運転防止」等の観点から、「一般貸切旅客自動車運送事業」、「貨物自動車運送事業」共通の課題であると考えられ、このため、前者に適用されている「運賃・料金の額の範囲」と同様、「貨物自動車運送事業」の「運賃・料金」等にも行政側が一定の規定を設ける必要がある。

　　
労働者人口が減少している中、従業員規模10～99人の事業所における平均年齢の推移をみると、平成25年には47.4歳と平成16年比4.2歳上がっている（厚生労働省賃金構造基本統計調査）。荷主側の理解や協力が前提となるものの、貨物自動車運転車の労働環境及び労働条件の改善等を図ることにより、労働力確保や健全な物流システムの構築に繋がると考える。
	民間企業
	国土交通省
	トラック運送業の運賃・料金の設定については、事業者の創意工夫を尊重し事業を活性化する観点から、平成２年以降の段階的な規制緩和を経て、平成15年以降は事後届出制となっている。
	協議会で議論を開始
	これまでの規制緩和の趣旨や、運賃・料金が事業者の創意工夫により輸送する貨物の特性等に応じて設定されている実態を踏まえると、現行の運賃・料金の事後届出制の見直しは困難であると考える。
一方でトラック運送事業者は荷主や元請事業者に対する立場が弱く、取引環境上、適正運賃・料金の収受が阻害されやすい要因があると認識している。取引環境の改善に向けて、平成27年度に国土交通省・厚生労働省が共同で設置した「トラック輸送における取引環境・長時間労働改善協議会」の下に、平成28年7月「トラック運送業の適正運賃・料金検討会」を設置し、適正運賃・料金の収受に向けた議論を開始した。

	４
	景観を営業資源とする施設のカーテン等の設置義務の緩和

風俗営業施設を設置する際には、窓等にカーテンやスクリーンなどを設置することが許可条件として義務付けられている。景観を営業資源として活用する事業については、営業形態（喫茶・バー・レストラン）及び※周辺環境（隣接して建築物がなく外的には影響を与えない）を考慮したときに外的な風紀に影響を及ぼさない場合には、当該施設許可条件の緩和をしていただきたい。
	民間企業
	警察庁
	風俗営業は、適正に営まれれば国民に健全な娯楽を提供するものとなり得るものである一方、営業の行われ方いかんによっては、歓楽的雰囲気が過度のものとなり、善良の風俗と清浄な風俗環境を害し、又は少年の健全な育成に障害を及ぼすおそれがあるため、許可制として必要な規制を行っているものである。
　したがって、風俗営業を営もうとする者は、営業所毎に当該営業所の所在地を管轄する都道府県公安委員会の許可を受ける必要があるが、このうち、営業所の構造・設備が風俗営業の種別に応じて国家公安委員会規則で定める技術上の基準に適合しないものは許可をしてはならないとされている。
	対応不可

※現行制度下で対応可能
	風営適正化法施行規則第7条は、キャバレー等歓楽的雰囲気を醸し出す方法により客をもてなすこと等が行われる営業について、「客室の内部が当該営業所の外部から容易に見通すことができないものであること」を基準の一つとして定めている。これは、善良の風俗の保持等の観点から、営業所内部において主として男女間において醸成される享楽的な雰囲気を外部から遮断しようとする趣旨である。
　「喫茶・バー・レストラン」が歓楽的雰囲気を醸し出す方法により客をもてなすこと等が行われる営業でない場合には、風俗営業に該当せず、上記の構造・設備基準の対象とならない。
※なお、風俗営業に該当する場合でも、周辺環境を考慮したときに外的な風紀に影響を及ぼさない場合はこの限りではない。

	5
	労働安全衛生法令上の性能検査、定期自主検査を実施する期間の改正
エレベーターは月例自主検査に加えて1トン以上のエレベーターの更新時においては2年に1度の性能検査、0.25トン以上１トン未満のエレベーターにおいては、1年に1回の定期自主検査を実施することとされている。
業種、業態により機器の稼動頻度に大きな差がある。稼動時間（アワーメーター積算）年間1,000～2,000時間の機器がある一方、100時間前後と稼動の少ない機器がある。

　故に機器の稼動頻度（アワーメーター積算）500時間程度経過時毎に上記検査を実施するよう改正すべきである。
	民間企業
	厚生労働省
	積載荷重１トン以上のエレベーターについては、一度事故が発生すると重篤な災害をもたらすおそれがあることから、特に危険な作業を必要とする機械等として労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第41条第2項等に基づき、登録性能検査機関による性能検査を、1年に1回（2回目の性能検査以降は、前回の性能検査の結果により定めた1年未満又は1年を超え2年以内の期間ごとに1回）受けなければならないこととされている。
また、積載荷重0.25トン以上１トン未満のエレベーターについては、性能検査の受検義務はないが、労働安全衛生法第45条第1項等に基づき、1年に1回定期自主検査を行うこととされている。
	対応不可
	エレベーターについては、通常、重量物の運搬作業が頻繁に繰り返し行われており、昇降装置や搬器内各種装置等を含めて過酷な環境下での使用が前提であることから、特に危険な作業を必要とする機械である積載荷重１トン以上のエレベーターについては性能検査を、積載荷重0.25トン以上1トン未満のエレベーターについては定期自主検査を実施することを義務付け、当該検査や検査結果に基づく修理等の適正な実地により危険箇所を早期に改善し、使用時における安全性を確保している。
エレベーターの劣化は、稼動時間のみならず、運搬物の荷重、運搬速度、ブレーキの頻度等にも大きく依存し、同じ稼動時間であっても劣化の状況は大きく異なり、また稼動時間に関わらず経年的に劣化する部品でもあることから、稼働時間のみを検査頻度の指標とすると、劣化状況を踏まえた適切な時期に検査がされず、使用時に安全性を担保できないおそれがある。この点、様々な条件で使用されている全てのエレベーターに対して、1年に1回、定期的に検査をすることは、安全性を担保する上で合理的な制度であり、事業者にとっても、全てのエレベーターを同頻度で検査できることは管理上のメリットがあるものと考える。
また、積載荷重0.25トン以上１トン未満のエレベーターの定期自主検査は、原則として事業者による自主検査（自己確認）であり、自社においてこれを行えばコストは過大にはならないものと考える。

以上のように、エレベーターの検査制度は、安全性の確保やユーザーの検査コストに十分配慮した制度となっている。

さらに、現行法令では、定期自主検査の場合には、エレベーターを使用するすべての事業者に対して、エレベーターの機体ごとの検査年月日の記録・保存を義務付けているものの、稼働時間を把握することを義務付けておらず、仮に、稼動時間を検査の要否等の判断に活用するのであれば、新たに、エレベーターの機体ごとの稼動時間の記録・保存を義務付ける等所要の規制の強化が必要となり、逆に事業者の負担となることが懸念される。

このため、ご提案については対応が困難である。


別紙　１











・提案内容が不明確であるため国対応不可（不受理）　


・提案者と調整し、再提案は行わないこととした。











